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1．東アジア圏の研究開発能力の高まり

21 世紀の東アジア経済を考えるにあたって，
各国の科学技術力の高まりは避けては通れない
論点であろう。急激な経済力と教育水準の上昇
の結果，東アジア諸国には豊富な科学者・エン
ジニア層が準備され，情報通信やエネルギーな
ど様々な分野で世界に伍する科学技術力を有
するようになりつつある（科学技術振興機構，
2011）。
そして，日系製造業企業を眺めれば，この東
アジア圏の技術力の高まりを受けての研究開発
拠点のアジア圏シフトが鮮明に観察される（図
1）。1998 年時点では研究開発拠点は大半が欧
米に配置されていたのであるが，2010 年には

中国・アジア地域が欧州・米国とほぼ同等の比
率で選択されるまでに至っているのである。
だが，日本企業による東アジア諸国での研究
開発活動が広がりつつある一方で，その組織現
象としての特徴には，これまで十分な検討がな
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図 1　研究開発拠点の設立地域（製造業）

出所： 科学技術政策研究所『民間企業の研究活動に関
する調査』1998・2003・2007・2010 年度版



大　阪　大　学　経　済　学 Vol.63 No.2－ 16 －

されてこなかった。後述するが，従来の欧米へ
の研究開発進出とアジア新興国へのそれとは，
前者が上流での水平的分業であり，後者が上
流・下流での垂直的分業であるという質的な違
いがある（中川・大木・天野，2011）。それに
もかかわらず，既存研究ではこの違いにあまり
注意を払わず，先進国研究開発進出の論理で新
興国のそれを説明しようとする傾向があった。
本稿はこの点に問題意識を持ち，東アジアにお
ける日系企業の研究開発垂直分業が，いかなる
固有のマネジメント的特徴を持つものであるの
かを探索的に明らかにする。そこから，多国籍
企業という組織体が健全に発展していくため
に，日本拠点とアジア拠点とが，互いにどのよ
うな役割を果たしていくべきなのかを論じてみ
よう。

2．	先進国への研究開発進出の動機・分業形
態・マネジメント

まず，20 世紀に支配的であった先進国への
研究開発進出が，どのような特徴をもつものな
のかを，先行研究に基づいて簡潔に整理してみ
よう。
先進国地域への研究開発拠点進出の動機は，
主として 2つに大別される。第一は，本国拠点
で培われた技術知識を活用して海外現地拠点で
応用技術開発や製品開発を行い，現地市場を
獲得しようとするもの，第二は本国拠点に不
足している技術知識を獲得するために，それ
らの技術知識領域で先行する地域に拠点設立
して技術知識を獲得しようとするものである
（Kuemmerle，1999）。
次に，先進国地域に設置される海外研究開発
拠点の機能であるが，研究開発活動の上流にあ
たる，基礎研究やコア技術開発，あるいは製品
開発を担うものであることが一般的である。国
際分業の形としては，製品別，市場別といった
形で拠点別に役割が与えられる。組織階層上

は，本国側が上位とされる場合が多いが，実態
としては，基本的には研究開発拠点間には上下
関係がなく対等のものと位置付けられる。概し
て，先進国地域での研究開発国際分業は，上流
において機能的に水平的拠点間分業を行ってい
るものと考えることができる（von Zedtwitz and 
Gassman，2002）。
国際研究開発組織のマネジメントに関して
は，自立と支援のバランスや，自律と制御のバ
ランスが議論されてきた。研究開発拠点の活動
を軌道に乗せるためには，本国からの経営資源
の支援が必要であるが，支援を続けていては海
外拠点が自立せず，新しい知が生まれなかった
り本国の負荷が増えてしまうといった弊害が生
じる。他方，海外拠点として独自の知を生み出
すには自律性を与える必要があるが，一定程度
の制御を行わなければ，企業として意図してい
る研究開発成果とは乖離した成果を生んでいっ
てしまう可能性もある。これらのバランスをと
ることが先進国間での国際研究開発組織のマネ
ジメントの鍵となる（Asakawa，2001）。

3．	 分析Ⅰ　アジア新興国への研究開発拠点進
出の動機と分業形態

前節では極めて簡単ながら先進国での研究開
発拠点進出の特徴を述べてきた。それでは，21
世紀に入ってから顕著となってきた新興国への
研究開発拠点進出では，それらの特徴はどう変
わってくるだろうか。もし特徴において大きな
違いがないなら，近年の研究開発進出先の新興
国シフトは，欧米からアジアへという単なる地
理的移動に過ぎないということになる。他方
で，もしアジア新興国への研究開発進出が先進
国へのものと質的に大きく異なるのならば，そ
れは別種の組織現象として深く探求する必要が
あるものだということになるだろう。
以上の問題意識に基づき，本研究では 2005
年から 2010 年までに，東アジア地域（中国・
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韓国・タイ・シンガポール・インドネシア・マ
レーシア・フィリピン）に進出している日本の
エレクトロニクス産業，自動車産業，化学産業
企業から，完成品・部品・素材をできるだけ万
遍なく選択し，のべ 33 社に対して本国ないし
海外の拠点に訪問調査を行った。本研究ではこ
のうち海外拠点が一定以上の研究開発能力を有
していた 20 社を対象に分析を行う。なお，調
査先の企業名・製品名等は情報秘匿のため開示
していないが，サンプルの基本情報詳細を稿末
に付したので（付表 1）参照されたい。
調査は安保他（1991）にならって，フィール
ドベースのインタビューや観察によって複数の
サンプルを収集するという方法を採用した。こ
の方法は，アンケート調査よりも実態に迫った
中身の濃い情報を得ることができ，かつ単一拠
点のみの観察よりも多数のサンプルのバラエ
ティを捉えることができるため，両者の中間的
性格を有する。「日系製造業のアジア圏におけ
る研究開発活動」というまだ実態理解の不十分
な対象に迫る為には，豊富な質的情報を保有す
るサンプルが一定数必要であるから，安保他
（1991）の方法はごく妥当と考える。
それでは，順に結果を観察していこう。ま

ず，現地進出の動機であるが，市場獲得を第
一に挙げる企業が最多であり，安価で豊富な
エンジニア人材を得るためという理由が続い
た。後者はいわゆる研究開発業務のオフショア
化（Lewin，Massini and Peeters，2009）と呼ば
れるものであろう。これに対し，先進国研究開
発拠点進出の主要動機であった現地知識の獲得

は 1社のみしか観察されず，はっきりと先進国
研究開発進出との違いが顕れる結果となった。

表 1　アジア圏進出の主要動機

理由 観測数（割合）
現地の知識獲得のため  1（5%）
現地の市場獲得のため 10（50%）
安価・豊富な資源獲得のため  9（45%）

続いて，研究開発の国際分業形態についてで
ある。本研究では，研究開発活動を大きく 6つ
に分けて捉えた。すなわち，①基礎研究，②コ
ア技術開発，③新製品開発，④既存製品設計の
修正開発，⑤工程開発，⑥生産準備と量産試作
である。一般論として前者のものは研究開発の
上流とみなされる活動であり，研究部門や製品
技術者が主たる役割を担い，後者になるほど研
究開発の下流の活動とみなされ，活動の主体も
生産技術者中心になっていく。従来，⑤以降の
活動は先進国を対象とした研究開発国際化の研
究では分析対象とされないものであったが，ア
ジア圏での研究開発は下流での分業に特徴があ
るとプレ調査で推察されたことから，本研究で
は技術が生まれて製品が量産に至るまでの一連
の活動全てをとらえ，その国際的な分業体制を
分析することとした。
結果は表 2の通りである。この表からは，日
本拠点では上流にあたる基礎研究やコア技術開
発，新製品開発などが行われており，既存製品
の修正開発以降の下流フェーズではアジア拠点
が主たる役割を果たすようになっているという

日本拠点 アジア拠点 機能重複 日本のみ アジアのみ
基礎研究 20 （100%）  2 （ 10%）  2 （10%） 18 （90%）  0 （ 0%）
コア技術開発 19 （ 95%）  3 （ 15%）  2 （10%） 17 （85%）  1 （ 5%）
新製品開発 18 （ 90%）  6 （ 30%）  4 （20%） 14 （70%）  2 （10%）
既存製品の修正開発 18 （ 90%） 17 （ 85%） 15 （75%）  3 （15%）  2 （10%）
新規工程設計 15 （ 75%） 16 （ 80%） 11 （55%）  4 （20%）  5 （25%）
生産準備・量産試作 13 （ 65%） 20 （100%） 13 （65%）  0 （ 0%）  7 （35%）

n = 20 .

表 2　研究開発活動の日本・アジア機能配置状況
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傾向を見て取れる。先進国研究開発進出では，
基礎研究から製品開発までの研究開発上流にお
いて水平的に分業が行われていた一方で，アジ
ア圏への研究開発進出では，新製品開発など上
流が日本，製品の設計修正や工程開発など下流
がアジア拠点というプロセス上の垂直的分業が
顕著であることがここから明らかとなった。た
だし，この分析はアジア圏で一定の研究開発活
動を行っている企業だけを抽出して実施したも
のであるから，日本企業全体の趨勢を表してい
るわけではないことに注意されたい。
表 2からはまた，上流の活動は日本拠点の

みであるが，既存製品設計の修正開発以降の
フェーズは，日本拠点で実施し，またアジア拠
点でも実施するという「機能重複」が広く起
こっていることが確認できる。すなわち，アジ
ア拠点で下流の研究開発活動を担うようにした
場合であっても，日本拠点ではその活動を停止
することなく継続している場合が多いのである。
このことをより明確にするために，6種類の

研究開発機能が，日本・アジア拠点にそれぞれ
いくつ配置されているのかを平面上に描き出し
てみよう（図 2）。この図からは，日本企業に
よる日・アジア拠点間分業のやり方が，大き
く 2通りに分かれることが示唆される。すなわ
ち第一は「本国拠点に一式の研究開発能力を維
持したまま，海外研究開発に乗り出す」やり方
であり，図の上方に固まっているサンプル群が
これに該当する（12 社該当）。第 2のアプロー
チは「本国拠点の研究開発機能を絞り込みなが
ら，海外研究開発に活動を委託していく」とい
うものであり，図の中央左から右下方向に連な
るサンプル群がこれにあたる（8社該当）。後
者は，アジア拠点が工程開発や製品開発などの
活動を担えるようになるにつれ，本国側はそう
した活動を完全に海外に委任し，より上流へと
絞り込んでいくという，「日本で上流・アジア
で下流」の素直な分業形態である。仮にこの形
態を「本国絞込み型」と呼ぶことにしよう。こ

の形態の場合，日本とアジアでの機能重複はあ
まり起こらない。これに対し，前者のアプロー
チは，下流をアジア拠点で実施しつつも，日本
には上流から下流まで一式が維持されることに
なり，ここに重複が発生するわけである。こち
らは「本国維持型」と呼ぶことにしよう。安価
なオペレーションを求めてアジア圏進出したの
であるから，日本に機能を維持していては，必
ずしもそのコスト優位性を活用することはでき
ないことになる。この「素直でない」重複ある
海外進出に，どのような論理が存在するのか
は，後段で一層検討してみたい。

図 2　	日本拠点・アジア海外拠点ペアにおけるR&D
機能配置

日本拠点
R&D機能

アジア海外拠点R&D機能 n = 20 .

ひとまずの知見をまとめよう。アジア新興国
への研究開発拠点進出は，現地市場獲得あるい
は安価・豊富なエンジニア層確保を動機として
行われており，日本で上流，アジア拠点で下流
というプロセス別垂直的分業形態をとっている。
日本拠点に残される研究開発能力は，一式の研
究開発能力が保持される場合と，海外移管とと
もに機能を絞り込む場合の 2つのアプローチが
みられる。以上の分析から，アジア圏研究開発
進出は，先進国への研究開発進出とは異質なも
のだと考えてよいであろう。従ってまた，アジ
ア圏研究開発進出：資源・市場獲得を狙いとす
る垂直分業型研究開発拠点進出には，固有のマ
ネジメントが求められることになるのである。
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4．分析Ⅱ　アジア研究開発拠点のマネジメント

海外拠点マネジメントの課題 頻度
現地拠点で必要となるエンジニアリング
能力の育成

7（35%）

現地拠点での独自知識の創造 5（25%）
本国拠点からの人的・金銭的・物的支援
強化

3（15%）

本国拠点からの知識移転 3（15%）
本国拠点との活動連携 2（10%）

n = 20 .

表 3　	海外拠点のマネジメント上の最重要課題（自
由回答形式）

低コスト化動機に基づく垂直的分業を特徴と
するアジア圏研究開発進出では，いかなるマネ
ジメント上の課題が生じるのか。この点につい
ても本調査では自由回答形式でヒアリングを行
い，表 3の結果を得ている。何を重要課題とす
るかについては，各拠点固有の事情，とりわけ
設立後の経過年数などが大きく作用するであろ
うが，20 拠点を概観して言うならば，現地の
基礎的なエンジニアリング能力を育てることが
アジア拠点で重視されていることが明らかと
なった。また，本国からの人的・金銭的・物的
支援強化や本国からの知識移転を重要課題と挙
げる企業が複数確認された。これも広い意味で
「現地拠点の能力的育成」を課題とするものだ
と考えるならば，実に 6割以上のアジア拠点が
研究開発能力の強化を課題にしていると考える
ことができるだろう。
海外拠点の能力構築にはさまざまなアプロー
チがあるが，ここでは特に本国拠点からの知識
移転に注目してみよう。研究開発拠点に求めら
れる役割は新たな知識を生み出すことであり，
そのための基本的なインプットは既存の知識で
あるから，本国に蓄積されてきた知識を移転す
ることは海外研究開発拠点の能力を質的に向上
させるための基本手段ということになる。移転
の方法は，文書や図面，映像，メールや電話と
いった直接の人的接触を伴わないものと，対
話，指導訓練といった人的接触による方法に分

けられる。文書や映像情報，設計図面などに記
し出すことができる知識を形式知と呼び，熟練
を必要とする技能やトヨタ生産方式のような生
産システムの運用ノウハウ，組織文化など，個
人や組織が体得している明文化できない知識は
暗黙知と呼ばれる。形式知は人的接触を伴わな
い方法で容易に移転できるが，暗黙知はそれを
有する本国人材の直接接触を頻繁に行うなどし
て，時間をかけて移転する必要がある。なお，
熟練技能や高度な生産ノウハウなどの暗黙知
は，競合他社からの模倣が困難であるため，社
内でも移転が難しい分，移転に成功すれば有力
な海外拠点の優位性の源泉となりうるといわれ
る（Kogut and Zander，1993）。
それでは，分析対象とした 20 社では，知識
移転はどの程度行われているだろうか。ここ
で，先に挙げた国際分業の 2パターン「本国維
持型」「本国絞込み型」の間に，移転の程度に
違いがあるのかどうかを検討してみたい。
分析結果は表 4の通りである。比較対象とな
る先行研究がないため，他国企業などと比べて
相対的に知識移転が多いのかどうかを精緻に問
うことはできないが，純粋に数値だけを見れば
調査対象企業では非常によく技術移転活動が実
施されていたと捉えることができるだろう。
注目すべきは，本国維持型の企業群のほう
が，本国絞込み型の企業群にくらべて，製品技
術・工程技術も，人的接触による場合も非人的
方法による場合も，いずれの点から見ても知識
移転がより積極的に行われる傾向があるという
ことである 1。この理由としては，第一に，本国
拠点が研究開発の各プロセスで継続的に知識を
創造・蓄積していかなければ，知識提供の母体
としての役割を果たしていけないことが指摘で
きる。もし本国で工程開発活動を停止したなら

1 サンプル数が少ないため，統計的有意差があるとは
みなすことはできない。あくまで記述統計量の比較
として，本国維持型のほうが知識移転を多く行って
いる傾向性が見て取れるとだけ指摘できる。
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ば，以降は本国では工程技術は前進せず，いず
れは本国技術が枯渇してしまう恐れがあるので
ある。各種技術開発を維持することで，本国は
常にアジア拠点の能力を引き上げていく指導者
的役割を果たすことができる。第二には，本国
拠点が海外拠点と同種の活動を重複して行って
いるほうが，移転そのものもしやすくなるとい
う点が指摘できる。たとえば，海外拠点が新規
生産ラインを立上げる際に困難が生じた場合，
もし本国でもライン立上げをしているならば，
何につまづいているのか，どう指導すればよい
のかが本国側で把握しやすい。これに対し，本
国でライン立上げを行っていないならば，海外
拠点が何に苦労しているのかの把握に困難が生
じることになるのである。
つまり，本国維持型の場合は，新興国拠点に
すべてを移管した場合のコスト優位性を幾分か
犠牲にする代わりに，新興国拠点で課題となる
研究開発能力育成のために，本国に一式の能力
を維持し，移転を図っているのだと考えること
ができる。こうした本国の役割は国際生産ネッ
トワークにおいて，海外生産拠点の能力構築
を本国生産拠点が支援・指導するという「マ
ザー工場」と同種のものと捉えられる（中川，
2012a）。したがって，日本企業のアジア圏拠
点進出においては，生産の場合でも開発の場合
でも同様に，組織として高度な能力が維持され
た本国拠点による指導・支援がひとつの特徴で
あると指摘することができるだろう。

5．ディスカッション

5.1　発見事実の整理
まず，先進国への研究開発拠点進出を対象と

してきた先行研究と比較しながら，日系企業に
よるアジア新興国への研究開発拠点進出がいか
なる特徴を有しているのか，分析結果を整理し
てみよう。表 5は簡潔にまとめた 2者の特徴で
ある。まず動機について見ると，先進国研究開
発進出は現地知識獲得あるいは現地市場獲得を
意図するものであるのに対し，新興国研究開発
進出はいわゆるオフショア化と呼ばれる安価・
多量の研究開発人材確保を意図している点に特
徴があった。この動機の違いもあり，先進国研
究開発進出では研究開発の上流において製品別
や市場別に水平的に分業が行われるのに対し，
新興国研究開発進出では下流の工数が必要とな
る活動を新興国に委託するという形で垂直的な
分業体制が採られた。多国籍企業としてのマネ
ジメント上の課題は，先進国研究開発の場合は
各拠点への支援や業務統合の程度のバランスを
取ることにあったが，新興国の場合は現地人材
の能力育成と，そのために本国拠点からの知識
移転を円滑に行うことにあった。そして，知識
移転を円滑に行うべく，過半数のサンプルの日
本拠点において研究開発活動が一式保持されて
おり，そこから製品技術や工程技術を積極的に
移転しているという様子が浮かび上がってきた。

5 .2　本国能力維持の背景論理
ここで，アジア新興国拠点を育成すべく，本
国から継続的に知識移転を行うための仕組みと

製品技術 工程技術
人的接触に
よる移転

人的接触を
伴わない移転

人的接触に
よる移転

人的接触を
伴わない移転

全体　（n=20） 15　（75%） 20　（100%） 17　（85%） 9　（45%）
本国維持型 （n = 12） 10　（83%） 12　（100%） 11　（92%） 6　（50%）
本国絞込み型 （n = 8） 5　 （63%） 8　 （100%） 6　 （75%） 3　（38%）

表 4　知識移転の程度
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して浮かび上がってきた「本国維持型：本国拠
点に一式の研究開発能力を維持する」という方
式に注目し，深耕してみよう。既述の通り，オ
ペレーション費用を安価にする「オフショア
化」を意図してのアジア新興国展開であれば，
日本に研究開発部門を残していてはそのコスト
上のメリットを最大限享受することはできな
い。日系企業はそのコスト優位性を犠牲にしつ
つも，海外拠点の能力構築を優先し，本国に技
術部門を残し，技術を維持発展させているので
ある。この経営行動は，どのように説明される
べきものであろうか。
ひとつの試論として，本稿では，経営戦略論
で用いられる静的能力（static capability）と動
的能力（dynamic capability）という概念を使っ
て，本国維持型が採用される背景論理を説明し
てみたい（Teece，Pisano and Shuen，1997）。静
的能力とは，企業のある一時点での活動の効率
性を指す言葉である。ある時点において，当該
企業が行うオペレーションの上手さ，製品開発
能力，生産性，コストや品質，生産能力などが
これに該当する。他方で，動的能力とは，企業
がその静的能力を改善・進化させるための，静
的能力を強化したり，別種のものに組み替えた

りする能力であり，研究開発でいえば全く新規
な知を生み出していく活動がこれにあたる（表
6）。たとえば藤本（1997）は，この 2分類を
使ってトヨタ自動車の競争力の深層を描き出し
ている。トヨタ自動車は，多品種変量生産を高
品質・低コストで実現するためのさまざまな仕
組み：静的能力の高さゆえに現在の自動車産業
で優れた成果を実現している。だが，それが実
現されているのは数十年にわたって脈脈と続け
られてきた，改善・進化の積み重ねゆえであ
り，その改善・進化のための仕組みや文化が社
内に定着していること：動的能力の存在こそ
が，彼らの真の強みなのである。
この 2分類を使うことで，本国維持型を取る

企業が，本国拠点と海外拠点それぞれにいかな
る役割を期待しているのかが表現できると思わ
れる。すなわち，本国拠点では動的能力が，海
外拠点では静的能力が，それぞれ求められてい
ると考えられるのである。
一式の研究開発能力が残された本国拠点の役
割は，自社の知識水準を次のレベルへと改善・
進化させていくことにある。ここで本国拠点の
「本国」という言葉は，「戦略立案を担う事業本
部が設置されている国」だということを強く意

先進国への研究開発拠点進出 新興国への研究開発拠点進出
動機 海外知識獲得

海外市場獲得
安価・多量の人的資源確保
海外市場獲得

分業形態 基礎研究～製品開発において製品・市場別
に水平的分業

製品開発～工程開発においてプロセス別に
垂直的分業

マネジメントの重点 拠点の統合・自律のバランス 新興国側の能力育成とそのための本国から
の知識移転，本国の知識維持

表 5　先進国研究開発進出と新興国研究開発進出の違い

部門 静的能力 動的能力
基礎研究・コア技術開発 新しい知識を生み出す力

製品開発 現有技術・既存モデルを活用しての設計
変更・修正・バリエーション設計など

全くの新規モデルを開発する能力

生産技術 生産ライン立上げ技術
生産準備のノウハウ
日常的な生産改善運動など

新規な生産技術を生み出す能力，生産ラ
インを根底・思想から変革する能力など

表 6　研究開発活動における静的能力と動的能力の違い
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識する必要がある（単に日本：先進国にあるか
ら本国拠点だというわけではない）。つまり，
本国拠点という場所は，グローバル事業戦略を
最も早く・正しく理解し，それを研究開発活動
へと翻訳する役割を担った拠点なのである。そ
してまた世界で唯一，基礎研究・製品開発・生
産技術・量産技能など事業活動に関わる技術・
技能のすべてが一国に集約されている本国は，
一貫性を持って，全領域にわたって知識を更新
していくことができる唯一の拠点である。こう
した知識の更新において最善の場所が本国拠点
であり，本国で新たに知を生み出し，それを海
外拠点へと発信していくことが本国に求められ
ているのである。
一方，アジア新興国拠点は，基本的には本国
よりも安価かつ多量に人員等の資源を確保でき
ることが強みとなる。それを活かして，本国か
ら移転された技術・技能をもとに，グローバル
市場あるいは現地市場向けに多数の派生モデル
を開発・量産していく。つまり，海外拠点は，
現在の自社の研究開発に関わる静的能力を，安
価かつ豊富な人的資源で活用していく役割を
担った拠点だと位置付けられるのである。
この日本拠点とアジア新興国拠点とに期待さ
れる役割の違いについて，調査プロジェクトの
中で収集された某社中国拠点マネジャーのコメ
ントを紹介しよう：

「新興国の過酷な環境で機能する製品である
とか，企業戦略と関わり，技術的にも先進のも
のを生み出していくことが本国拠点の役割であ
る。既存の技術を活用して，製品設計する，そ
れを量産していくという活動は，もはや中国の
方が低コストで大規模に展開できる。オペレー
ションのコアは海外だ。日本は，技術と戦略の
両方を関連付けながら生み出していく場だ。」
（サンプル番号 12，中国拠点総経理のコメン
ト）

ただし本稿は，本国維持型のほうが本国絞込
み型よりもシステムとして常に望ましいと主張
するものではない。本国維持型とは，新興国活
用のコスト・メリットを幾分犠牲にしつつも，
本国での継続的知識向上と，その新興国移転の
ために本国に一式の研究開発能力を残すもので
ある。これに対し，本国絞込み型は勃興してき
た新興国の研究開発人材層をフル活用して，最
大限のオペレーション上のコスト・量的メリッ
トを確保する方法だと考えられる。2つのアプ
ローチはそれぞれにメリット・デメリットがあ
るものであり，当該企業のグローバル研究開発
組織方針に沿って使い分けられるべきものと考
えるべきであろう。

6． 結語　発展のために，日本拠点に求められ
ること

いま，日本の製造業企業はこれまでにも増し
て海外展開が求められる時代が来ている。技術
の国内ブラックボックス化を叫び，国内回帰を
志向した某大手電機メーカーが苦境にあえいで
いることは象徴的である。生産・販売拠点につ
いて国際化が企業業績に好影響を与えている
ことが明らかになっているが（中川，2012b），
研究開発もまた，世界に散らばる知と人材とを
考えれば，海外展開を念頭に置くことはごく自
然な経営行動だと評価されるであろう。
このことを前提としたうえで，本稿の締めく
くりとして，研究開発の積極的海外展開に際し
ては，国内研究開発拠点をどう位置付けるかこ
そが重要であることを強調したい。上述の通
り，某大手電機メーカーが行った国内「だけ」
に拘るやり方では，世界の知・人材を活かす機
会を失ってしまう。しかし，このことは国内拠
点がもはや不要ということを意味しているわけ
ではない。これまで数十年にわたって蓄積され
てきた日本企業の国内技術力は，概して世界に
誇れるものであろう。現在求められていること
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は，それをどうグローバル研究開発展開に組み
入れるかである。本研究で見出された，日本で
上流を，新興国で下流を担当するという垂直的
分業はその基本的な答えの一つになるものであ
ろう。そして，本国機能を絞り込んでコスト競
争力を得るというアプローチと，本国機能をフ
ルセットで残して本国を技術発展のコアと位置
付けるアプローチは，実践における 2通りのオ
プションと位置付けられるものであろう。
ただし，この場合の前提となることは，本国
研究開発拠点が，世界屈指の技術力を維持・
発展うることができ，なおかつその技術がい
わゆる「ガラパゴス化」（宮崎，2008；中川，
2012c）に陥っていない：グローバル市場の要
求に合致したものとなっていることである。見
方を変えれば，この点も含めて，本国研究開発
拠点のあり方が問われているとも言えるだろ
う。もはや日本の研究開発拠点は，「日本のた
めの研究開発拠点」ではいられず，「グローバ
ル展開のためのコア研究開発拠点」と認識しな
ければならない。
日本には日本の，新興国には新興国の固有の
強みがあり，固有の弱みがあるわけであるか
ら，それを繋ぎ合せることがグローバル経営で
求められることとなる。新興国研究開発拠点を
どう活かすか，そして，本国研究開発拠点をど
う活かすか。実務的にも，学術的にも，問いを
さらに深めてみる価値は大きいのではないだろ
うか。
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サン
プル
番号

製品種別 海外拠点立地 海外拠点
設立年

海外拠点
従業員数 調査年月 海外拠点

設立動機 海外拠点の課題 本国側
機能数

海外側
機能数

1 PCB基板 シンガポール 1974 1069 2009 .3 市場獲得 本国との連携 6 6
2 HDD用メディア シンガポール 2003 1150 2009 .3 知識獲得 支援資源の不足 6 5
3 冷蔵庫 タイ 1987 2209 2009 .8 人材獲得 現地人材の育成 6 4
4 LCDモジュール 中国 1996 6150 2005 .3 人材獲得 支援資源の不足 6 3

5 エアコン 中国 1995 5500 2005 .8 市場獲得 現地発のイノ
ベーション 6 3

6 自動車電装部品 タイ 1974 2906 2007 .11 市場獲得 現地人材の育成 6 3
7 自動車 タイ 1962 13500 2009 .6 人材獲得 現地人材の育成 6 2

8 電圧コンバータ 中国 1994 10000 2010 .2 人材獲得 本国からの知識
移転 6 3

9 自動車電装部品 中国 2001 1233 2010 .3 市場獲得 現地人材の育成 6 1

10 機能性フィルム 韓国 2003 250 2010 .8 市場獲得 現地発のイノ
ベーション 6 3

11 自動車用化学素材 タイ 1993 90 2010 .9 市場獲得 現地人材の育成 6 2

12 エアコン 中国 1996 2000 2008 .2 市場獲得 現地発のイノ
ベーション 6 4

13 オフィス複合機 中国 1995 1900 2007 .8 市場獲得 支援資源の不足 4 3

14 HDD用磁気ヘッド 中国 1986 45000 2008 .2 人材獲得 現地発のイノ
ベーション 1 5

15 HDD用メディア シンガポール 1996 705 2007 .1 市場獲得 本国との連携 0 5
16 プリンタ インドネシア 1994 12205 2009 .3 人材獲得 現地人材の育成 4 3

17 光学ピックアップ 中国 1996 2550 2005 .3 人材獲得 本国からの知識
移転 3 2

18 DVDドライブ フィリピン 1996 3000 2006 .2 人材獲得 本国からの知識
移転 4 1

19 冷蔵庫 タイ 1989 2850 2009 .8 市場獲得 現地発のイノ
ベーション 3 3

20 エアコン タイ 1991 2800 2009 .8 人材獲得 現地人材の育成 3 3

付表 1　調査対象企業一覧
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East-Asian vertical specialization system of corporate R&D:
An essay from the field based research of 20 Japanese manufacturers

Koichi Nakagawa

From the field research of 20 Japanese manufacturers, this paper considers the actual situation of their 
functional allocation strategy of R&D within East Asia. We can find that Japanese companies adopt 
vertical specialization system of R&D, in which Japanese sites take charge of upper side of R&D 
and Asian foreign ones do of lower side. Such a vertical specialization system is adopted because it 
can afford a company to take advantage of cost competitiveness and resource richness of Asian site. 
Also we can find that 2 types of vertical system exists: One is pure specialization that can maximize 
the cost advantage of the internationalization towards emerging East Asian countries, and the other is 
functionally overlapping approach that promotes the knowledge transfer from Japanese site to East 
Asian site, while it cannot maximize cost advantage.

JEL classification: M16
Keywords: Japanese company, field based research, research and development, vertical specialization


